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事業の背景・目的

◼ 我が国は、「地球温暖化対策計画（令和７年２月18日閣議決定）」において、2050年ネット・ゼロを実
現を目指すこととしており、2050年目標と整合的で野心的な目標として、温室効果ガスを2013年
度から2030年度に46％、2035年度に60％、 2040年度に73％削減することを目指すとしている。

◼ また、「第六次環境基本計画（令和６年５月21日閣議決定）」における循環共生型社会の概念の下、
急速に拡大しつつあるゼロカーボンシティ宣言都市等における先導的な取組を支援し、各地域の特
性を活かして、脱炭素かつ持続可能で強靱な活力ある地域社会モデルを構築することが重要。

◼ 地域に根差し、かつ、分野やステークホルダーの垣根を越えて脱炭素社会の実現に資する
セクター横断的な脱炭素技術の開発・実証事業を通じて、脱炭素かつ持続可能で
強靱な活力ある地域社会を構築し、地球温暖化対策計画で示された2030年度、
2035・2040年度の各目標や2050年ネット・ゼロの実現に貢献する。

背景

目的

◼ 地球温暖化対策計画に掲げる目標の達成には、あらゆる分野でさらなるCO2削減が可能なイノ
ベーションを創出し、早期に社会実装することが必要。

◼ 一方、CO2排出削減に貢献する技術開発は、開発リスクが大きく、収益性が不確実で、産業界が
自ら対策強化を行うインセンティブが小さい等の理由により、民間の自主的な技術開発に委ねるだけ
では、CO2排出削減に貢献する技術の開発が必ずしも十分に進まない状況。

課題



お問合せ先：

2. 事業内容

1. 事業目的

■事業形態：

■実施期間：

■ ：

3. 事業スキーム

4. 

地域共創・セクター横断型カーボンニュートラル技術開発・実証事業（一部 国土交通省・農林水産省連携事業）

補助事業（1/2、定額）・委託事業

①地域・省庁間連携によるセクター横断型脱炭素技術の開発・実証
様々なステークホルダーがイノベーションのパートナーとして参画できるよう、脱炭素化に
取り組む地方公共団体や関係省庁との連携により、地域脱炭素化の実現に資するセク
ター横断的な脱炭素技術の開発・実証事業を実施する。

②技術シーズ・ボトムアップ型の技術開発・実証
CO2削減効果が相対的に大きいものの、民間の自主的な取組だけでは十分に進展
しない脱炭素技術について、開発・実証事業を実施する。

③スタートアップ企業に対する事業促進支援（スタートアップ枠）
創造的・革新的な脱炭素技術を有する事業者を支援することで、2030年度目標等
の達成に資する新規産業の創出・成長を図る。

併せて、上述の取組による実用化や普及の成功率の向上のため、事業開始前から事業
終了後に至るまで事業者の伴走型支援や評価・フォローアップ等の側面支援を実施する。

地球温暖化対策計画で示された2030年度、2035・2040年度の各目標や2050年カーボンニュートラルの実現に貢献するため、 地域に根差し、かつ、

分野やステークホルダーの垣根を越えて脱炭素社会の実現に資するセクター横断的な脱炭素技術の開発・実証事業を実施することにより、脱炭素かつ

持続可能で強靱な活力ある地域社会を構築する。

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：0570-028-341

民間事業者・団体・大学・研究機関等

令和4年度～令和10年度※

【令和8年度予算（案） 4,980百万円（4,980百万円）】

分野やステークホルダーの垣根を超えた地域共創による脱炭素技術の開発・実証を支援します。

事業イメージ

委託・
補助対象

※各課題における実施期間は原則3年。中間評価等に
より低評価の課題は事業の中止、高評価の課題は
実施体制を拡充し最長5年までの延長を認める。

デジタル化社会における地域の特
性を活かした脱炭素社会モデル

開発・実証事業者

地方公共
団体

省庁間連携 地域連携

各種横断的技術開発・実証

IoT・AI

地域社会への実用化・
拡大を加速

ゼロカーボンシティ宣言都市を

中心に先行事例の創出

農林水産省 連携 国土交通省 連携

自立
分散型
社会

農山漁村

自立
分散型
社会

都市・インフラ
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地域共創・ｾｸﾀｰ横断型ﾃｰﾏ枠／ﾎﾞﾄﾑｱｯﾌﾟ型分野別技術開発・実証枠

◼ 国の政策を踏まえつつ、地域社会におけるニーズ及び各セクターにおける取組について、相互に連動した課題をテーマとして設
定し、様々なステークホルダーがイノベーションのパートナーとして参画する地域共創・セクター横断型の取組を実施。

◼ 脱炭素化を目指す地域のニーズに対応すべく、地域ごとの特有の課題や共通の課題を各地域の特性を活かしながら解決
を図るとともに、身近なところから国民にも脱炭素化に向けた意識を醸成し、イノベーションの迅速な社会実装を支援。

◼ 令和７年度は、次の３つのテーマを設定して公募を実施。
✓ 気候変動×住宅・建築
✓ 気候変動×農林水産・自然
✓ 気候変動×地域交通

① 地域共創・セクター横断型テーマ枠

◼ CO2削減効果が相対的に大きいものの、開発リスク等の問題から、民間の自主的な取組だけでは十分に進まない技術の開
発・実証を支援。

② ボトムアップ型分野別技術開発・実証枠

対象事業の
要件

予算

実施期間

◼開発する技術に新規性があること
◼エネルギー起源CO2の削減に資するものであること
◼本事業終了後２～３年程度での事業化が見込まれること

◼委託：最大５億円／課題・年
◼補助：補助率1/2（最大2.5億円／課題・年）

◼原則３年度以内

交通 再エネ 住宅・建築物

社会システム バイオマス・循環資源

支援対象 ◼民間企業、大学、独立行政法人等

主な対象分野

【注意事項】
地域共創・セクター横断型テーマ枠、ボトムアップ型分野別技術開
発・実証枠ともに、非エネルギー起源のCO2排出量削減、CO2以外の温
室効果ガスの排出量削減、森林等の吸収源、排出した後のCO2の吸収等
に関する技術開発・実証は対象外。
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スタートアップ企業に対する事業促進支援枠

◼ スタートアップを主とした中小企業等が行う2030年温室効果ガス削減目標の達成に向けたエネルギー起源CO2排出削減
に資する、新しいアイデアに基づく効果的・効率的又は低コストなCO2排出削減技術や、地域の課題解決と脱炭素化を同
時に達成する方策等の実現につながる技術シーズについて、テーマ枠を設けず幅広く支援。

③スタートアップ企業に対する事業促進支援枠

対象事業の
要件

予算

実施期間

◼エネルギー起源CO2排出削減に資する技術シーズの事業化検討に必要な概念実証（POC）及び実現可能性調査
（FS)を行う事業

◼補助：定額補助（最大1,000万円／課題・年）

◼１年度以内

支援対象 ◼みなし大企業に該当しない概ね15年以内に創業した中小企業者等

◼ 再生可能エネルギーの導入を促進する設備・機器の実現又は再エネの利活用の効率化に資するもの

◼ 未利用資源等の新たな再エネ導入の促進に資するもの 

◼ 大幅な省CO2・省エネルギーを達成する設備・機器の実現に資するもの 

◼ 急速充放電技術、エネルギーマネジメント等、蓄電池を活用した再エネ利活用の促進に資するもの 

◼ 再エネを使った水素、アンモニア等の製造・利用に資するもの等 

※ 国内のエネルギー起源CO2排出量の削減に貢献するような、再生可能エネルギーや省エネルギー等に関する技術シーズ等が対象。
非エネルギー起源のCO2排出量の削減、森林などの吸収源、排出した後のCO2の吸収に関する技術シーズ等は、本事業の対象外。

＜参考＞対象となる技術シーズの例
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（参考）今年度実施中課題（ ★テーマ枠・☆ボトムアップ枠）

分野 課題名 課題実施者 委託/補助 採択年度

交通 ☆ワイドバンドギャップ半導体によるEV車載用高性能充電システムの技術開発 名古屋大学 委託 R5

(５) ☆舶用メタノールDFエンジン用メタノール噴射および燃焼機構の開発 ㈱赤阪鐵工所 補助 R6

★普及型第二世代EV船及び低コスト化・標準化を実現する汎用プラグインハイブリッド電気推進船（PHEV）プラット
フォームの開発と実証

井本商運㈱ 委託/補助 R6

★レトロフィット型 鉄道車両用省エネ電気駆動システムの開発 ジェットコネクト㈱ 委託 R6

☆船舶へのレトロフィット可能なCO2回収装置の実用化に向けた技術開発・実証 ㈱NMDグループ 委託/補助 R7

建築 ☆帯水層蓄熱設備に付加する余剰再生可能エネルギー電力吸収システムの技術開発 大阪公立大学 委託 R5

(３) ★港湾などの苛烈環境下におけるPSCの活用に関する技術開発 ㈱マクニカ 委託 R5

★ステンレス密封長寿命不燃真空断熱パネル技術開発・実証 タイガー魔法瓶㈱ 委託/補助 R6

再エネ ☆久米島における深層水を活用した地域循環共生圏の構築に向けた海洋温度差発電の実証 ㈱商船三井 委託/補助 R4

(11) ☆カーボンニュートラルに向けた亜鉛による蓄エネルギー技術開発 シャープ㈱ 委託/補助 R4

★農業水利システムにおける再エネを導入した揚水灌漑・余剰水力利用によるCNの実証 農業・食品産業技術総合研究機構 委託/補助 R5

☆アセチレンガス直接制御による常圧窒素アセチレンガス浸炭方法の開発 高圧ガス工業㈱ 補助 R5

☆地域水素利活用を推進する純水素SOFCシステム技術開発・実証 ㈱アイシン 補助 R5

☆清涼飲料水製造工程のCO2排出量削減に向けた高耐熱分離膜モジュールの技術開発・実証 東レ㈱ 委託/補助 R6

☆タンデム型ペロブスカイト太陽電池向け鉛安定化技術の開発・実証 東芝エネルギーシステムズ㈱ 委託 R6

☆風力発電の発電効率向上に向けた機械学習を用いた最適制御の技術開発・実証 豊田通商㈱ 委託 R6

★革新的な氷雪付着防止材料による積雪地帯における太陽光パネルの発電効率向上実証事業 東山フイルム㈱ 委託 R6

☆岩石蓄熱プラントの技術実証および地域社会に適した大規模蓄熱エネルギーマネジメントモデルの技術開発 東芝エネルギーシステムズ㈱ 委託 R6

☆再エネの導入促進に資するＳｉ系負極を用いた系統用電力貯蔵システムに関する技術開発 信州大学 委託 R7

バイオ ☆採卵鶏ふんを単一原料としたエネルギー回収技術の開発 三井住友建設㈱ 委託 R4

(7) ☆エネルギー利用に向けた籾殻のマテリアルフロー最適化による機能性材料開発及び実証 住友商事㈱ 委託 R5

☆染色繊維工場に最適な分散型創エネルギー排水処理システムの事業化実証研究開発 ㈱愛研化工機 委託/補助 R6

☆中小規模廃棄物処理施設向けガス改質による炭素回収率向上技術の開発及び発電利用 ㈱川崎技研 補助 R6

★生物模倣を活かした革新薄膜による食品ロス削減とモーダルシフトの実現の社会実装事業 NanoSuit㈱ 委託 R6

☆省エネルギー型CO2分離回収技術開発実証 ㈱タクマ 委託/補助 R7

☆炭素循環型社会の構築に向けた機能性固体炭素製造技術の開発・実証 スマートシティ企画㈱ 委託/補助 R7

社シス ☆印刷による低環境負荷の回路基板製造技術の大規模量産技術開発 エレファンテック㈱ 補助 R5

(6) ☆地域原料活用によるコスト低減を目指したメタネーション地産地消モデルの実証 西部ガス㈱ 委託/補助 R5

☆高度ネットワーク社会実現に向けたデジタル駆動低歪み・高効率送信機の開発 1FINITY㈱ 委託 R6

☆カーボンニュートラル時代の情報通信用1200V級直流給電電力変換器の開発実証 ㈱NTTドコモ 委託 R6

☆都市ガスインフラを活用したメタン熱分解による水素及び炭素材料の製造技術開発・実証 東邦ガス㈱ 補助 R7

☆低炭素化に資する照明機器の資源循環ループ形成の技術開発・実証 パナソニック㈱エレクトリックワークス社 委託 R7
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（参考）今年度実施中課題（スタートアップ枠）

課題名 課題実施者 採択年度

化学品製造の電化に向けた自動電解実験システムのFS事業 株式会社ElectroFluxion R7

導波路方式ワイヤレス給電の国際規格適合と道路敷設方法の研究事業 株式会社２ＤＣ R7

未利用エネルギーの有効活用に資する量子ドット熱電変換技術の開発 株式会社EXELIM R7

SO2電解におけるシステム・セル設計に関するPoC事業 織田 藍作 R7

中性子線育種によるメタン生成微生物叢改良技術の実証事業 株式会社クォンタムフラワーズ&フーズ R7

地産地消型グリーンアンモニア製造・供給に関するFS事業 株式会社QioN R7

従来焼却・埋立せざるを得なかった混合・多層廃プラ等のケミカルリサイクルに関するFS事業 AC Biode株式会社 R7

課題名 課題実施者 採択年度

アルミを原料とする水素火力発電所に関するFS事業 アルハイテック株式会社 R5

農業用ハウス型ソーラーシェアリングの開発に関するF/S 株式会社アグリツリー R5

省スペース型の圧縮CO2エネルギー貯蔵開発に関する実証事業 ESREE Energy株式会社 R5

清掃工場復水排熱を用いた省エネDCの冷却動力系のF/S SCDC株式会社 R5

次期再エネ賃貸不動産支援システム・サービス開発に関するF/S おおみ株式会社 R5

電気自動車普及加速のためのコンシェルジュサービスのPOC 株式会社eVooster R6

小規模離島における再エネ主力電源化に向けたハイブリッド発電システム 開発に関するFS事業 再輝株式会社 R6

脱炭素社会実現のための新型バルーン風力発電のFS事業 株式会社パンタレイ R6

水素製造向けの水電解スタックに関するPOC事業 織田 藍作 R6

ヒートポンプ蓄熱蓄電技術の要素技術開発・コスト低減研究事業 ESREE Energy株式会社 R6

「強化地熱システム」シミュレーターの社会実装に関するFS事業 野村 亮太 R6

＜参考＞終了課題（令和５年度、令和６年度実施課題）
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事業ウェブページ

終了課題に関する情報を掲載

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/cpttv_funds/

応募相談ページ

実施中課題に関する情報を掲載

最新の公募情報を掲載

地域共創・セクター横断型カーボンニュートラル技術開発・実証事業ウェブページ
（https://www.env.go.jp/earth/ondanka/cpttv_funds/）

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/cpttv_funds/



	スライド 1: 地域共創・セクター横断型 カーボンニュートラル技術開発・実証事業について
	スライド 2: 事業の背景・目的
	スライド 3: 地域共創・セクター横断型カーボンニュートラル技術開発・実証事業（一部　国土交通省・農林水産省連携事業）　
	スライド 4: 地域共創・ｾｸﾀｰ横断型ﾃｰﾏ枠／ﾎﾞﾄﾑｱｯﾌﾟ型分野別技術開発・実証枠
	スライド 5: スタートアップ企業に対する事業促進支援枠
	スライド 6: （参考）今年度実施中課題（ ★テーマ枠・☆ボトムアップ枠）
	スライド 7: （参考）今年度実施中課題（スタートアップ枠）
	スライド 8: 事業ウェブページ
	スライド 9

